
「７．１３新潟豪雨洪水災害調査委員会」設置要領（案） 

 

 

（趣旨） 

第１条 本要領は、「７．１３新潟豪雨洪水災害調査委員会」（以下「委員会」という。）の

設置について必要な事項を定めるものとする。 

 

（委員会の役割） 

第２条 委員会は、７月１３日の新潟県梅雨前線豪雨により五十嵐川及び刈谷田川で発生

した水害について、今後の再発防止策の検討に資するために、洪水の検証、破堤メカニ

ズム等を技術的に検討し、意見を述べるものとする。 

 

（検討事項等） 

第３条 委員会の検討事項は、次のとおりとする。 

（１） 洪水の検証 

 （２） 破堤メカニズム 

 （３） 今後の堤防整備のあり方 

 

（組織及び委員） 

第４条 委員会は、８名以内の委員により組織する。 

  ２ 委員会は、知事が依頼する委員により構成する。 

３ 委員の任期は、就任の日から委員会の目的が達成されたときまでとする。 

 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選により選出する。 

  ２ 委員長は、委員会を代表し、委員会の会務を総理する。 

  ３ 委員長に事故があるときは、委員長が予め指名する委員がその職務を代理する。 

 

（委員会） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。ただし、初回は、知事が招集するもの

とする。 

  ２ 委員会は、委員の２分の１以上の出席をもって成立する。 

 

（議事の公開） 

第７条 議事の公開の可否は、委員会で決定する。 

 



（事務局） 

第８条 委員会の事務局は、新潟県土木部河川管理課に置く。 

  ２ 事務局は、委員会の議事に関しての記録を作成し、保存するものとする。 

 

（雑則） 

第９条 この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関する必要な事項は、委員長が委 

員会に諮って定める。 

 

（附則） 

本要領は、平成１６年 月 日から施行する。 



別紙 

委員の構成 

氏名 所属 職名 

玉井 信行 金沢大学大学院自然科学研究科社会基盤工学専攻 教授 

大熊 孝 新潟大学工学部建設学科環境計画講座 教授 

大塚 悟 長岡技術科学大学工学部環境・建設系 助教授 

末次 忠司 国土交通省国土技術政策総合研究所河川研究部 河川研究室長 

辻本 哲郎 名古屋大学大学院工学研究科地圏環境工学専攻 教授 

中島 秀雄 （財）河川環境管理財団 顧問 

三木 博史 独立行政法人土木研究所技術推進本部 本部長 

陸  旻皎 長岡技術科学大学工学部環境・建設系 助教授 

（順不同） 


